
経済調査会 デジタル物価版の利用条件 

一般財団法人経済調査会（以下、「当会」という）が提供する「デジタル物価版」（以下、「経済調査会 電

子商品」という）は、建設資材の価格情報や工事費などの価格情報およびその関連情報を Web経由で提供

するサービスです。その利用条件（以下、「本利用規約」という）について以下のとおり定めます。 

経済調査会 電子商品を利用されるお客様は、お客様にて利用申込みを行われた時点で、本利用規約

に承諾したものとみなします。 

[１．利用環境と本利用規約の確認] 

経済調査会 電子商品の利用環境は、お客様自身が自己負担で、かつご自身でご用意いただく必要が

あります。経済調査会 電子商品を申込む前に、各商品の利用環境をご確認ください。あわせて、本利用規

約について内容をご確認ください。 

[２．利用申込みと契約] 

必要事項を全てご記入いただき、Book けんせつ Plaza に表示される本利用規約をご承諾の上、経済調

査会 電子商品の利用をお申込みください。当会は、お客様からの利用申込みを受けて内容確認を行い、

契約情報として登録します。その登録をもって経済調査会 電子商品のご利用契約成立とさせていただき

ます。なお、経済調査会 電子商品の利用申込みにあたって、お客様の申込み内容に不備や虚偽があった

場合には、契約を行わない場合があります。 

[３．利用の範囲] 

経済調査会 電子商品の利用範囲は、組織の最小単位（課・室・係・グループ等）とし、これを超える利用

については、あらかじめ当会の許諾が必要です。 

[４．ユーザー利用情報] 

当会は、経済調査会 電子商品毎に、お客様が利用時に必要な ID やパスワードなどのユーザー利用情

報を作成し、お客様に通知いたします。通知したユーザー利用情報および経済調査会 電子商品で、お客

様が設定した情報などは、お客様の責任の元で管理してください。これらユーザー利用情報やお客様が設

定した情報が、第三者によって不正利用された場合、不正な利用に起因したお客様の障害・損害につきま

しては、当会は一切の責任を負いません。 

[５．利用者情報の変更] 

経済調査会 電子商品の利用申込み内容に変更が生じた場合は、当会業務部（03-5777-8222）までご

連絡ください。 

[６．利用データの範囲] 

デジタル物価版は年単位の利用となります。 

本利用規約が定める禁止事項に該当する行為により当会が利用停止及び契約解除を行った場合を除き、

経済調査会 電子商品の契約期間中に発行された月号については、利用時点で経済調査会 電子商品の

契約をしているか否かにかかわらず、利用が可能です。 



[７．利用料金] 

利用料金は、別途掲載している料金とします。 

 

[８．著作権について]  

当会は、経済調査会 電子商品において、当会が提供するソフトウェアについての著作権を保有していま

す。経済調査会 電子商品で利用できる各種情報は、当会が独自に企画・調査・研究・編集したものであり、

当会が著作権を保有しております。 

また、経済調査会 電子商品に掲載している資材価格、工事費、料金、市場単価等（以下、「掲載価格」と

いう）、経済調査会 電子商品から出力した当会刊行物の誌面データや各種帳票、データ（ファイル）等の出

力ファイル（以下、「経済調査会 電子商品からの出力」という）、当会刊行物の掲載価格をもとに作成した

「価格データ（ファイル）」も、同様に当会が著作権を保有しております。 

このため、掲載価格、経済調査会 電子商品による出力、および掲載価格をもとに作成した「価格データ

（ファイル）」等のご利用にあたって、当会の許諾なしに下記の 1．～6．の行為を禁止します。 

 

１．掲載価格、経済調査会 電子商品からの出力および「価格データ（ファイル）」の全部または一部を複

製、転載、翻案、翻訳する場合（経済調査会 電子商品で利用範囲内にて提供される機能について

は除く）。 

２．掲載価格、経済調査会 電子商品からの出力および「価格データ（ファイル）」の全部または一部、あ

るいはその価格を用いて加工したものを紙媒体、電子媒体、ネットワーク、インターネットなどを利用

して販売、譲渡、貸与、配布、公表・公開する場合。 

３．掲載価格、経済調査会 電子商品からの出力および「価格データ（ファイル）」の全部または一部、あ

るいはその価格を用いて加工したものを紙媒体、電子媒体、ネットワーク、インターネットなどの手段

により複数のコンピュータで共同利用できるようにする場合。 

４．掲載価格、経済調査会 電子商品からの出力および「価格データ（ファイル）」の全部または一部を、

許諾を受けた範囲外で使用する場合。 

５．掲載価格、経済調査会 電子商品からの出力および「価格データ（ファイル）」の全部または一部を、

複製、複写し第三者へ販売、譲渡、貸与する場合。 

６．掲載価格、経済調査会 電子商品からの出力および「価格データ（ファイル）」の全部または一部を、

第三者へ販売、譲渡、貸与する場合。  

 

[９．解約] 

お客様の都合により、契約を途中で解約する場合は、当会業務部（03-5777-8222）までご連絡ください。

原則として、解約時点で未発行の月号に係る支払済み利用料金の返金には応じられませんが、解約時点

で未発行の月号が２か月分以上ある場合は、商品によって、当会の判断により返金する場合があります

（返金時の振込手数料については、お客様の負担となります）。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 [１０．禁止事項] 

経済調査会 電子商品を利用する場合に以下の行為を禁止します。 

 

１．経済調査会 電子商品を本利用規約に反する態様または目的で利用する行為。 

２．当会や第三者が所有する知的財産権、肖像権、プライバシーの権利、名誉、その他の権利または利

益を侵害する行為。 

３．法令に違反、公序良俗に反する行為。 

４．経済調査会 電子商品の運営、管理に支障を及ぼし、または支障を及ぼす恐れがある行為。 

５．経済調査会 電子商品の管理情報（契約者 ID、契約者パスワード、注文番号、注文認証キー、利用

機器登録情報）を申込みの利用の範囲を超えて第三者に譲渡または貸与する行為。 

６．その他、当会が不適切と判断する行為。 

 

上記に該当する行為が確認された場合は、当会はお客様の承諾なく、直ちに経済調査会 電子商品の

利用を停止し契約を解除することができるものとします。契約解除に伴い、契約期間中に発行された月号に

ついても、契約解除後の利用を停止致します。また、お客様が支払い済みの利用料金の全部または一部を

返還することはありません。あわせて今後、新規のご利用申込みに応じられない可能性もあります。 

 

[１１．内容の変更] 

 当会は、運営および管理において、改善・改良等の必要があると判断した場合、お客様へ事前に通知す

ることなく、経済調査会 電子商品の内容等を変更することがあります。 

[１２．運営] 

経済調査会 電子商品は、当会が別途定める期間ご利用いただけます。但し、以下のいずれかの場合

には、お客様に事前に通知することなく、一時的に経済調査会 電子商品の利用を中断することがあります。 

 

１．経済調査会 電子商品のシステム保守を緊急に行う場合。 

２．当会が想定した以上の事故、災害、攻撃などが発生し経済調査会 電子商品の運営ができなくなった

場合。 

３．当会が停止または中断が必要と判断した場合。 

 

[１３．中止・廃止] 

当会は、相当の周知期間を持ってお客様に通知の上、経済調査会 電子商品の全ておよび一部を中止

もしくは廃止することができるものとします。 

 

 

 [１４．本利用規約の変更] 

当会が必要と判断した場合には、一定の周知期間を設定した後に、いつでも本利用規約を変更すること

が出来るものとします。その場合は、経済調査会 電子商品のサイト内に改訂後の本利用規約を掲載いた

します。なお、本利用規約の変更によりお客様に生じたいかなる損害に対しても一切の責任を負わないも

のとします。 

 

 

 

 



 [１５．免責事項] 

当会は、経済調査会 電子商品に関連して発生したお客様または第三者の損害について、その理由の

いかんに係わらず、一切の責任を負わないものとします。 

また、経済調査会 電子商品で取扱っている内容に関して、お客様と第三者との間で紛争が生じたとして

も、当会は一切責任を負わないものとします。 

 

[１６．損害賠償] 

お客様が本利用規約または法令の定めに違反したことにより、当会または第三者に損害を及ぼした場合、

お客様は、当該損害を賠償する責任を負うものとします。 

 

[１７．権利留保・分離可能性] 

当会が本利用規約に示される権利を行使しない場合にも、当該権利を放棄するものではありません。ま

た、本利用規約の一部が無効とされた場合も、本利用規約の他の規定は有効です。 

 

[１８．準拠法と管轄の合意] 

本利用規約および経済調査会 電子商品の利用に係る契約の成立、効力、履行及び解釈に関しては、

日本国法が適用されるものとします。経済調査会 電子商品に関連する一切の紛争は東京地方裁判所を

第１審の専属的合意管轄とします。 

 

[１９．その他] 

本利用規約に定めのない事項および各条項について疑義が生じた場合は、誠意を持って協議し、解決

するものとします。 

 

[２０．本利用規約の発効日] 

本利用規約は、２０２２年５月９日から有効とします。 
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